
明
治
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十
五
年
三
月
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十
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日

第
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郵

便
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認
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日
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（
行
政
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関
の
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省
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〇
経
済
産
業
省
令
第
五
十
五
号

電
気
事
業
法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
七
十
号
）
第

三
十
八
条
第
二
項
及
び
第
三
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
基

づ
き
、
電
気
事
業
法
施
行
規
則
及
び
発
電
用
火
力
設
備
に

関
す
る
技
術
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
十
一
月
五
日

経
済
産
業
大
臣

宮
沢

洋
一

電
気
事
業
法
施
行
規
則
及
び
発
電
用
火
力
設
備
に

関
す
る
技
術
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

（
電
気
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部
改
正
）

第
一
条

電
気
事
業
法
施
行
規
則
（
平
成
七
年
通
商
産
業

省
令
第
七
十
七
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
十
八
条
第
四
項
第
五
号
を
次
の
よ
う
に
改
め

る
。五

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
燃
料
電
池
発
電
設

備
で
あ
っ
て
、
出
力
十
キ
ロ
ワ
ッ
ト
未
満
の
も
の

イ

固
体
高
分
子
型
又
は
固
体
酸
化
物
型
の
燃
料

電
池
発
電
設
備
で
あ
っ
て
、
燃
料
・
改
質
系
統

設
備
の
最
高
使
用
圧
力
が
〇
・
一
メ
ガ
パ
ス
カ

ル
（
液
体
燃
料
を
通
ず
る
部
分
に
あ
っ
て
は
、

一
・
〇
メ
ガ
パ
ス
カ
ル
）
未
満
の
も
の

lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll

〇
総
務
省
令
第
八
十
三
号

地
方
財
政
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
号
）
第
三

十
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
財
政
法
第
三
十
二
条
に

規
定
す
る
事
業
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
十
一
月
五
日総

務
大
臣

山
本

早
苗

地
方
財
政
法
第
三
十
二
条
に
規
定
す
る
事
業
を
定

め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

地
方
財
政
法
第
三
十
二
条
に
規
定
す
る
事
業
を
定
め
る

省
令
（
昭
和
六
十
三
年
自
治
省
令
第
四
号
）
の
一
部
を
次

の
よ
う
に
改
正
す
る
。

本
則
中
「
平
成
二
十
六
年
度
」
を「
平
成
三
十
一
年
度
」

に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

〔
省

令
〕

〇
地
方
財
政
法
第
三
十
二
条
に
規
定
す
る
事

業
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
総
務
八
三
）

J

〇
電
気
事
業
法
施
行
規
則
及
び
発
電
用
火
力

設
備
に
関
す
る
技
術
基
準
を
定
め
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
経
済
産
業
五
五
）

〔
告

示
〕

〇
社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
第

四
十
四
条
第
一
項
第
十
三
号
の
規
定
に
基

づ
き
口
座
管
理
機
関
を
指
定
す
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件

（
金
融
庁
・
法
務
・
財
務
六
）

K

〇
戸
籍
法
第
百
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
指
定
に
関
す
る
件
（
法
務
四
七
三
）

L

〇
円
借
款
の
支
出
期
間
の
延
長
に
関
す
る
日

本
国
政
府
と
バ
ン
グ
ラ
デ
シ
ュ
人
民
共
和

国
政
府
と
の
間
の
口
上
書
の
交
換
に
関
す

る
件
（
外
務
三
四
一
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
五
四
七
〜
一
五
五
二
）

〇
登
録
特
定
飼
料
等
製
造
業
者
の
事
業
廃
止

の
届
出
が
あ
っ
た
件
（
同
一
五
五
三
）

M

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
特
定
漁
港
漁
場
整

備
事
業
計
画
の
変
更
の
案
に
係
る
公
告
及
び

縦
覧
に
つ
い
て
（
農
林
水
産
省
）

J
I

〇
高
速
自
動
車
国
道
に
関
す
る
件

（
国
土
交
通
一
〇
六
〇
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
特
別
評
価
方
法
認
定
を

し
た
件
（
同
一
〇
六
一
）

M

〇
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
使
用
の
合
理
化
等
に
関
す

る
法
律
に
基
づ
く
登
録
建
築
物
調
査
機
関

の
廃
止
を
し
た
件
（
同
一
〇
六
二
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
同
一
〇
六
三
〜
一
〇
六
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
東
北
地
方
整
備
局
一
五
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
七
三
〜
三
七
七
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
一
九
三
）

N

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
一
八
一
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
四
国
地
方
整
備
局
七
五
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
二
二
〇
、
二
二
一
）

O

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
沖
縄
総
合
事
務
局
五
五
〜
五
八
）

〔
国
会
事
項
〕

P

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

人
事
院

内
閣
府

金
融
庁

P

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

R

〔
皇
室
事
項
〕

J
I

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
I

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
千
葉
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
二
）

J
J

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁証

票
無
効
、国
営
土
地
改
良
事
業
計
画（
矢

作
川
総
合
第
二
期
・
湖
東
平
野
）
関
係

J
K

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

L
J

˜


		2014-11-04T15:29:07+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




